
里親制度の充実に関する意見書 

 

虐待などさまざまな理由によって親と一緒に暮らせない子どもたちが、家庭的

な雰囲気の中で温かい愛情に包まれ、伸び伸びと養育されていくことは、その子

どもたちの健やかな成長・発達にとって極めて大切なことである。 

里親制度はこうした家庭的な環境の中での養育の重要性にかんがみ創設された。

しかし、我が国においてはこうした子どもたちに対する処遇は、これまでそのほ

とんどを施設が担ってきたのが実情であり、里親制度は思うように普及していな

い。 

このため、東京都は、家庭的養護を強力に推進すべく平成14年度から広報普及

活動の強化、年齢基準の緩和、児童相談所の体制強化など抜本的な見直しを図っ

た。 

一方、国も、近年の児童虐待の急激な増加などを背景に、改めて里親制度の重

要性を認識し、平成14年度に、その大幅な充実強化に向け、抜本的な制度見直し

を打ち出した。 

しかしながら、まだまだ里親制度への認知度は低く、さらなる制度の充実に向

け、国の強力な支援が不可欠である。 

また、社会的養護の円滑な推進を図っていくためには、施設による養護と里親

制度による家庭的養護とが緊密な連携・役割分担を図りつつ、地域に根差した社

会的養護システムを構築していく必要がある。 

よって、本市議会は、国会及び政府に対し、里親制度の充実に向けて、下記の

対策を講ずることを強く要請する。 

 

記 

 

１ 社会経済状況の変化に即応した社会的養護のこれからのあり方について、地

域に根差した仕組みへの転換など今後の全体像を明確にし、そのための具体的

道筋を示すこと。 

２ 里親手当の増額を図るとともに、教育費などの一般生活費等について、基準

単価の増額とメニューの充実を図ること。 

３ 里親に対するケアの充実を図るなど、里親を支える仕組みの充実を図ること。 

４ 里親制度に対する国民の理解と制度の促進を図るため、積極的に広報・啓発

活動を実施すること。 

 

上記、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 



平成17年６月22日 

 

三鷹市議会議長 金 井 富 雄 

 


